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01   NOHMI REPORT

株主の皆様へ

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　ここに第66期上期（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の営業の概況を報告いたします。

　当第２四半期におけるわが国経済は、一部に景気回復の兆しが見られるものの、企業収益の低迷や

雇用情勢の深刻化など、厳しい状況で推移しております。

　防災業界におきましても、民間設備投資が依然減少傾向にあるため、受注環境は一段と厳しさを増

し、先行きは不透明であります。

　このような環境のなか、当社グループは積極的な営業活動に努めましたが、当第２四半期における

連結売上高は34,512百万円（前年同期比15.9％減）となりました。

　売上高の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備は12,895百万円（前年同期比31.1％減）、

消火設備は9,205百万円（前年同期比13.8％減）、保守点検等は10,475百万円（前年同期比13.5％増）、

その他は1,936百万円（前年同期比19.9％減）となりました。

　利益につきましては、営業利益は915百万円（前年同期比67.5％減）、経常利益は1,061百万円（前

年同期比64.4％減）、四半期純利益は548百万円（前年同期比66.8％減）となりました。

　当第２四半期における総資産につきましては、現金及び預金1,593百万円の増加、たな卸資産

2,153百万円の増加等があったものの、受取手形及び売掛金8,934百万円の減少等により、前連結会

計年度末に比べ4,382百万円減少し、77,492百万円となりました。

　負債につきましては、流動負債は4,536百万円の減少、固定負債は34百万円の減少となり、負債合

計は前連結会計年度末に比べ4,571百万円減少し、26,322百万円となりました。

　純資産につきましては、その他有価証券評価差額金が92百万円増加したこと等により、前連結会計

年度末に比べ188百万円増加し、51,170百万円となりました。

　以上のような状況でありますが、当中間配当金といたしましては１株につき７円50銭とさせていた

だきます。
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区　　　　　分 当第2四半期
（平成21年9月期）

前第2四半期
（平成20年9月期）

前期
（平成21年3月期）

受 注 高 （百万円） 43,269 52,084 92,516

売 上 高 （百万円） 34,512 41,050 89,579

経 常 利 益 （百万円） 1,061 2,985 5,927

四 半 期（ 当 期 ） 純 利 益 （百万円） 548 1,655 3,201

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 9.09 27.42 53.04

総 資 産 （百万円） 77,492 80,721 81,874

純 資 産 （百万円） 51,170 50,321 50,981

業績の推移（連結）

財務ハイライト

能美防災株式会社
代表取締役社長　橋　爪　　毅

　株主の皆様におかれましては、今後とも何と

ぞ格別のご理解とご支援を賜りますようお願い

申し上げます。
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03   NOHMI REPORT

第2四半期財務諸表（連結）

第2四半期連結貸借対照表の要旨（平成21年9月30日現在）

期　別
科　目

当 第 2 四 半 期
連結会計期間末

前 第 2 四 半 期
連結会計期間末

資 産 の 部 77,492 80,721

流 動 資 産 58,070 61,538

現 金 及 び 預 金 17,558 17,547

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 17,669 22,560

有 価 証 券 2,000 2,000

商 品 及 び 製 品 3,264 3,306

仕 掛 品 1,094 1,361

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 4,007 3,734

未 成 工 事 支 出 金 10,018 8,823

そ の 他 2,644 2,555

貸 倒 引 当 金 △� 187 △� 351

固 定 資 産 19,422 19,182

（ 有 形 固 定 資 産 ） 10,112 9,659

（ 無 形 固 定 資 産 ） 1,292 899

（投資その他の資産） 8,016 8,623

投 資 有 価 証 券 2,846 3,062

そ の 他 5,382 5,712

貸 倒 引 当 金 △� 211 △� 150

資 産 合 計 77,492 80,721

■総資産■総資産 （単位  百万円）

20,000

60,000

40,000

80,000

100,000

0 前期前第2四半期 当第2四半期

80,721 81,874
77,492
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（単位　百万円）

期　別
科　目

当 第 2 四 半 期
連結会計期間末

前 第 2 四 半 期
連結会計期間末

負 債 の 部 26,322 30,399

流 動 負 債 19,765 23,715

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 7,274 10,722

短 期 借 入 金 34 37

未 払 法 人 税 等 515 1,355

賞 与 引 当 金 1,786 1,712

完 成 工 事 補 償 引 当 金 53 21

工 事 損 失 引 当 金 120 273

そ の 他 9,980 9,592

固 定 負 債 6,556 6,684

退 職 給 付 引 当 金 5,516 5,722

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 627 549

負 の の れ ん 22 28

そ の 他 390 384

純 資 産 の 部 51,170 50,321

株 主 資 本 50,032 48,859

資 本 金 13,302 13,302

資 本 剰 余 金 12,745 12,744

利 益 剰 余 金 24,220 23,032

自 己 株 式 △� 235 △� 219

評価･換算差額等 90 393

その他有価証券評価差額金 24 200

為 替 換 算 調 整 勘 定 66 193

少 数 株 主 持 分 1,046 1,067

負 債 純 資 産 合 計 77,492 80,721

■純資産■純資産 （単位  百万円）

10,000

30,000

20,000

40,000

60,000

50,000

0 前期前第2四半期 当第2四半期

50,321 50,981 51,170

■自己資本比率■自己資本比率 （単位  %）

20

40

60

80

0 前期前第2四半期 当第2四半期

61.0 61.1
64.7
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（平成21年4月1日～平成21年9月30日）

期　別
科　目 当第2四半期連結累計期間 前第2四半期連結累計期間

売 上 高 34,512 41,050

売 上 原 価 23,980 28,656

売 上 総 利 益 10,532 12,393

販売費及び一般管理費 9,616 9,580

営 業 利 益 915 2,812

営 業 外 収 益 242 236

受 取 利 息 ・ 配 当 金 （46） （84）

そ の 他 （196） （151）

営 業 外 費 用 96 64

支 払 利 息 （1） （2）

そ の 他 （94） （61）

経 常 利 益 1,061 2,985

特 別 損 失 23 82

税金等調整前四半期純利益 1,038 2,903

法 人 税 等 439 1,233

少 数 株 主 利 益 49 14

四 半 期 純 利 益 548 1,655

第2四半期連結損益計算書の要旨

■売上高■売上高 （単位  百万円）

20,000

60,000

40,000

80,000

100,000

0
前期

前第
2四半

期
当第
2四半

期

41,050

89,579

34,512

■営業利益■営業利益 （単位  百万円）

1,000

3,000

2,000

4,000

6,000

5,000
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前第
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期
当第
2四半

期

2,812

915

5,578

（単位　百万円）
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第2四半期連結キャッシュ・フロ－計算書の要旨（平成21年4月1日～平成21年9月30日）

期　別
科　目 当第２四半期連結累計期間 前第２四半期連結累計期間

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,339 2,991

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △� 1,219 △� 1,065

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △�� 611 △�� 475

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 �� 23 △�� 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 1,531 1,449

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 16,856 17,175

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末残高 18,388 18,625

（単位　百万円）

■経常利益■経常利益 （単位  百万円）

1,000

3,000

2,000

5,000

4,000

6,000

0
前期

前第
2四半

期
当第
2四半

期

2,985

5,927

1,061

■純利益■純利益 （単位  百万円）

1,000

2,000

4,000

3,000

0 前期
前第
2四半

期
当第
2四半

期

1,655

3,201

548
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07   NOHMI REPORT

TOPICS

横浜開港150周年記念テーマイベント「開国博Ｙ150」にドライミストを設置
横浜開港150周年を記念し、赤レンガ倉庫や山下公園、よ
こはま動物園ズーラシア、横浜駅周辺などを会場に、153
日間にわたって博覧会「開国博Y150」が開催されました。
当社はこのイベントに協賛し、会場内の日よけテントに
ドライミストを設置しました。微細な水の粒子の気化熱
を利用して気温を下げるドライミストはヒートアイラン
ド対策に有効で、環境にもやさしい装置です。初夏から
秋までの暑い時期に行われた「開国博Y150」に訪れた多
くの人々に「涼」を提供しました。

無線式連動型「まもるくん1
て ん

0」
当社の住宅用火災警報器「まもるくん10」に新たに無線
式連動型をラインアップしました。無線式連動型の「ま
もるくん10」は親器、子器のいずれかが火災を感知する
と、住戸に設置されたすべての警報器が無線で連動し、
警報を発することで家中に火災をお知らせします。電池
式の無線連動型なので面倒な配線工事が不要で、最大16
台まで連動が可能となっています。消防法の改正により、
平成18年6月1日から住宅用火災警報器の設置が義務化さ
れ3年が経過しました。当社の住宅用火災警報器「まもる
くん10」はこれからも皆様に安全・安心をお届けします。
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大株主

株 主 名 持 株 数 出資比率

セ コ ム 株 式 会 社 30,598千株 50.3%

能美防災代理店持株会 1,674 2.8

能美防災取引先持株会 1,527 2.5
日本マスタートラスト�
信託銀行株式会社（信託口） 1,454 2.4

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 1,153 1.9

株 式 会 社 三 菱�
東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,140 1.9

能美防災従業員持株会 1,131 1.9

富 士 電 機 ホ ー ル�
デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 855 1.4

株式会社三井住友銀行 765 1.3
東 京 海 上 日 動�
火 災 保 険 株 式 会 社 745 1.2

（平成21年9月30日現在）

取締役および監査役

取締役相談役 木 村 敞 一
代表取締役会長 田 上 　 征
代表取締役社長 橋 爪 　 毅
専 務 取 締 役 田 山 雄 史
常 務 取 締 役 橘 　 幸 正
常 務 取 締 役 内 山 　 順
常 務 取 締 役 梶 田 和 男
常 務 取 締 役 森 　 俊 幸
取 締 役 樋 口 公 啓
取 締 役 前 田 修 司
取 締 役 小 松 崎 　 常 　 夫
取 締 役 武 田 迪 夫
取 締 役 澤 野 眞 琴
取 締 役 荒 井 　 一
取 締 役 藤 井 清 隆
取 締 役 曽 田 義 則
取 締 役 五 十 嵐 　 　 　 明
取 締 役 石 井 博 明
取 締 役 伊 藤 龍 典
取 締 役 隂 山 敬 司

常 勤 監 査 役 椎 名 宏 之
常 勤 監 査 役 能 　 美 　 昌 二 郎
監 査 役 山 下 　 尚
監 査 役 石 　 井 　 藤 次 郎
監 査 役 白 倉 三 德

会社の概況（平成21年9月30日現在）

設 立 昭和19年５月５日

資 本 金 13,302,282,161円

株 式 数 発行可能株式総数�160,000,000株
発行済株式の総数� 60,832,771株

株 主 数 4,003名（前期末比　235名増）

従 業 員 数 2,223名（連結）
1,430名（個別）

会社の概況
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企業集団の主要な事業所等

名　称 所　　　在　　　地
本 社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号

支 社

北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、
茨城（水戸市）、北関東（さいたま市）、
西関東（八王子市）、丸の内（千代田区）、
千葉、横浜、長野、静岡、名古屋、金
沢、大阪（吹田市）、京都、神戸、広島、
岡山、九州（福岡市）、熊本

営 業 所

青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群
馬（高崎市）、岐阜、三重（津市）、富山、
福井、高松、松山、長崎、大分、宮崎、
鹿児島、沖縄（那覇市）他16箇所

工 場 三鷹、メヌマ（熊谷市）
城東事務所 江東区

研究開発
センター 千代田区、新宿区、熊谷市

① 当社

名　　　　　　称 所　在　地
日 信 防 災 株 式 会 社 千 代 田 区
能 美 設 備 株 式 会 社 新 宿 区
防災エンジニアリング株式会社 江 東 区

② 主要な子会社等

企業集団の主要な事業内容

　イ．防災に関する受託実験・企画・提案
　ロ．�各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施

工、保守
　ハ．上記機器の設計、製造、販売
　ニ．�駐車場車路管制システムの設計、製造、施工、販

売及び保守
　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであ
ります。

（主な防災設備）
　　�火災報知設備、防火・防排煙設備、消火設備（スプ
リンクラーなど）、ガスもれ警報設備、非常用放送
設備、避難誘導設備、防犯警報設備、各種防災機器
（消火器など）

（主なアプリケーション・システム）
　　�ビル・地下街防災システム、文化財防災システム、
住宅防災システム、工場防災システム、船舶・車
両・航空機防災システム、環境監視システム

　企業集団の事業内容を種類別セグメントで表しますと
下記のとおりであります。

セグメント別 主　要　営　業　品　目

火災報知設備

火災報知設備、防火・防排煙設備、
ガスもれ警報設備、非常用放送設
備、避難誘導設備、住宅防災シス
テム、環境監視システム

消 火 設 備
スプリンクラーなど消火設備、プ
ラント防災システム、トンネル防
災システム

保 守 点 検 等 各種防災機器に係る保守点検・補
修業務

そ の 他 防犯警報設備、駐車場車路管制シ
ステム

010_0678001602112.indd   9 2009/11/19   21:55:47



10

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年６月開催

基 準 日 定 時 株 主 総 会
期 末 配 当 金
中 間 配 当 金

毎年３月31日
毎年３月31日
毎年９月30日

単 元 株 式 数 1,000株

公 告 の 方 法 当社の公告方法は、電子公告とします。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をす
ることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行いま
す。なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、
そのアドレスは次のとおりであります。
 http://www.nohmi.co.jp/

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出およびご照会は、口座
のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されていない株主様は、下
記の電話照会先にご連絡ください。

株主名簿管理人　および
特別口座の口座管理機関

大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人�
事 務 取 扱 場 所

東京都中央区八重洲二丁目３番１号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 郵 便 物 送 付 先 ） 〒183-8701　東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ） ☎0120-176-417

イ ン タ ー ネ ッ ト（ホームページURL） http://�www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/
daiko/index.html

買 増 制 度 の 採 用 当社は単元未満株式に不足分を買増して単元株式（1,000株）
におまとめいただけるよう単元未満株式の買増制度を採用し
ております。

株主メモ

010_0678001602112.indd   10 2009/11/19   21:55:47



〒102-8277　東京都千代田区九段南４-７-３
電話（03）3265-0211（代表）
URL  http://www.nohmi.co.jp/
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